
令和７年度 税制改正 法人税 

～中小企業者等の軽減税率の特例～ 

令和７年度税制改正が行われました。その改正内容のうち、法人税の中小企業者等の軽減税率の特例の延

長及び見直しの概要についてお知らせいたします。 

 

～中小企業者等の軽減税率の特例の延長及び見直し～ 

中小企業者等の法人税率について、一定の見直しを行った上で、年８００万円以下の所得金額に対

する軽減税率の特例１５％（本則１９％）の適用期限が２年間延長されました。 

＜制度の概要＞ 

中小企業者等については、法人税率の軽減措置（年８００万円以下の所得金額に対する軽減税率の特例１

５％（本則１９％）が講じられています。 

なお、中小法人のうち適用除外事業者に該当するものについてはこの特例の適用から除外されています。 

中小企業者等とは・・・ 

① 資本金の額または出資金の額が１億円以下の法人 

② 資本または出資を有しない法人 

をいいます。 

適用除外事業者とは・・・ 

その事業年度開始の日前３年以内に終了した事業年度の所得金額の年平均額が１５億円を超える法人を

いいます。 

 

＜ 改正の内容＞ 

中小企業者等の法人税の軽減税率の特例について、次の見直しを行った上、その適用期限を２年延長さ

れました。 

①  所得の金額が年 10 億円を超える中小企業者等について、所得の金額のうち年 800 万円以下の金額

に適用される税率を 17％（現行：15％）に引き上げられました。 

②  適用対象法人の範囲から通算法人を除外されました。 

 

対象 本則税率 特例による軽減税率 

大法人 

（資本金１億円超の法人） 

所得金額区分なし ２３．２％ － 

中小法人 

（資本金１億円以下の法人） 

年８００万円超の所得金額 ２３．２％ － 

年８００万円以下の所得金額 

（所得金額１０億円超） 

１９％ １７％ 

年８００万円以下の所得金額 

（所得金額１０億円以下） 

１９％ １５％ 

 

＜適用時期＞ 

この改正は、令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの間に開始する事業年度に適用されま

す。 


